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【損益計算書の内訳】　

【2011年度組合経営報告】

 今期で累積欠損を解消しました

累積欠損解消10カ年計画の終了にあたって　感謝と誇り

副理事長　大石光伸　　　

　　「常総生協って過去の赤字があったの？」　新しい組合員さんには知らない方もいらっしゃるかもしれませ

ん。

　　常総生協は今から15年前の1996年に、「自立と協同・自治と地域自給」を掲げて生協事業連合を脱退して

「単独事業」に踏み出しました。当時は「気ちがい沙汰。3年でつぶれるから見ていよう」「債務超過で事実上破

綻状態」と日本生協連からも言われながらも、今完全に事業基盤を安定化させることができました。

　単独での事業のための初期設備投資負担（セットセンターの設備、仕分け機器、システム開発などの投資）

を背負いながら、独立後5年を経過した2002年総代会で、独立過程の損失を整理し1億1千万円の欠損金を計

上した上で、「経営基盤再建のための10カ年計画」（累積欠損解消計画）を決定しました。

　この総代会決定は、執行部提案の「経営合理化による5年間での解消」を、組合員討議によって注意を受け

、練り直されて決定されたものでした。

　組合員・理事会から示された注意は次のようなものでした。

「経済効率優先・利益第一ではなく、組合員とその家族の健康、地域の環境保全という目的に向かう理念の下で、信

頼を大切にして、慌てずにじっくり10年の改革ステップを踏みながら経営基盤を回復安定化させることを基本とする。

もって急ぎすぎて組合員目的から逸脱することを常に牽制すること」

留意点は「①役職員・組合員の中で常総生協の理念・目的と、業務の上で大切にすることを充分討議し、目的と改革

意識と心をひとつにすること。いたずらに人員削減することなく人材育成を重視すること。②組合員・役職員・生産車の

コミュニケーションと信頼をいちばん重視すること。みんながひとつとなってはじめて大きな力が生まれる。③問題をみ

ずから探り改革にチャレンジしていくこと。手順の優先順位をつけること」（2002年5月 第29回総代会議案書より）

　2002年総代会から10年、この過程で2003年ﾓﾝｻﾝﾄ社遺伝子組み換え大豆栽培（谷和原村）に対する生産者・

役職員による鋤込み行動と警察の介入事件、2006年の店舗閉店による苦渋、2008年のリーマンショックによる供

給高激減、そして2011年大震災・原発事故による放射能汚染という困難に直面しながらも、計画どおり累積欠損

を解消できたのはひとえに組合員・生産者・役職員の見守りと支えと協力・努力に他なりません。常総生協は絶

対につぶさない、と組合員・生産者・役職員と共に苦労し歩めたこと、誇りに思います。この組合の自立と協同の

精神と底力は、大震災・原発事故に直面して未来の子どもたちを守る大きな力を発揮いたしました。

　累積欠損解消10年計画はこれをもって終了し、いよいよこれから本格的に地域の多くのみなさんと共に、協

同性を発揮する生協になれるよう「次の10年の新しい歴史」をつくることに共に踏み出したく、どうぞみんなで

力を寄せ合ってゆきましょう。これからもよろしくお願いします。（2012.5.17）

2012年度活動テーマ

発酵食品で放射能に打ち克つ健

康づくり。人々の協同で

被災地復興と大地再生。

 発酵と復興

【ものづくり、人づくり、地域づくり】　震災・原発事故から１年



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【2011年度 決算書（貸借対照表／損益計算書）】 　『2011年度決算関係書類』（事業報告書、決算関係書類、各附属明細書）は

、4月28日監事会に送付し、４週間をかけて監事による監査を受け、6月11日

の総代会に「監査報告」が提出され承認の手続きが行われます。

　「総代」には、監査報告書が添付された詳細な『決算関係書類』が送付され

ますが、全組合員にはこのニュースをもって報告とさせて頂きます。

【組合事業の経営構造】

　事業規模は1993年17億円、独立後の12億円、現在では11億円供給高と規

模はスリムになりましたが、損益構造は改善され、安定的な利益を上げられる

ようにはなりました。（来年2013年は放射能測定器の投資でちょっと厳しい）

　財務構造（資産・負債・資本の構造）と経営指標は左記のように改善されまし

た。しかし、緊縮財政とともに、新たな積極投資を控えてきました。その意味で

は経営の積極性に欠けています。

　今後、積極的な事業展開と同時に、法定積立金・任意積立金の積み立てが

課題です。 さらに職員の定年退職に備えて退職給与引当を計画的に行い、

職員が協同組合の重要な構成員として安心して責任を持ってしっかり働いて

もらう財務状況にすることが組合員の役目となります。

　放射能汚染への緊急対応をすすめながら、「欠損解消10

年計画」の最終年度を計画通り達成しなければならない課

題の年でした。

　原発事故による放射能汚染という歴史事件に直面し、被

ばく・汚染対応、とりわけ子どもたちを優先的に守ること

を組合の協同事業の緊急かつ最重要の課題として、組合員

・役職員・生産者が総力を挙げて取り組みました。
　

【供給高】一人当利用高は放射能の影響で伸び悩み、また

2011年度前半は組合員拡大も中断し、下期取り返したもの

の、年間で前年を割る結果となりました。

【経費】放射能による食品汚染、地域の環境汚染の実態把

握・調査を職員・生産者・組合員がみんなで取り組み、判

断材料を共有して、慎重に事故後の日常的被ばくを避ける

努力をしました。これにかかる費用（検査機器や人件費）

は優先的に投入しました。3.11直前にコース再編等の合理

化を完了していたことから、余力をふりむけることができ

ました。

　新規事業投資計画（牛乳プラント建設、食材セット等）

はいったん凍結して、放射能検査機器への投資に回しまし

たが、総投資額は2,000万円と予定枠の倍となり、2013年

に減価償却費の荷重が大きくなる結果となっています。

【事業剰余】今期の組合員利用事業そのものによる事業剰

余は1,368万円となりこれをもって最終累積欠損は解消と

なりました。

【事業外の収益及び特別損益】では、放射能検査に係った

費用や検査機器の東電への損害賠償請求は紛争中で、今期

決算に間に合わず、特別損失約600万円を計上しました。

　2008年に処理規約を制定した転居先不明の組合員の出資

預かり金817万円（設立以来未処理）を3年の経過措置後、

今期精算処理し「雑収入」としました。

【税引前最終利益】は1,980万円となり、税引後1,536万円

の剰余金の処分は、累積欠損残高911万円を埋め合わせて

、残りは次期繰越剰余金とさせて頂くことを総代会に提案

いたします。

　組合事業の源泉は、組合員の利用と地域での仲間を増や

すことからしか生まれませんので、あらためて利用の結集

と仲間づくりをよろしくお願いいたします　　（理事会）

【2011年度 事業報告（要旨）】


